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蒲溌1國に於ける企業
齪念の素描
長　場　　正　利
　膿　翫露奪
　満洲國が麗満一膿の崇高なる理想に墓いて完杢に其の濁立を
宇内に宣言し授のは。謂ぷ迄もなく大詞元年三月一日、帥ち我
が昭和七年三月一一目のことである。爾家網國政府は建國の大i義
に則銚克く五族協和の實を墨げ一・路順天安民の理想に蓬進し
諸般の業績着々その成果を納めつつあるは恥萬邦の等しく是認
し、讃嘆するところである。これを法律制度の一ヒにみるも亀よ
く短日肩の問に組織法以下。民法。商法。荊法も裁判所構成法、
訴訟法、税法等協先進各國が長き鍍骨の歴史に基きて作うあげ
喪るものを殆ど完成し得たのであつて勘假令その問に諸種の政
治的外交的な理由の存せしものあ套しとは謂へ．眞に驚嘆すべ
きものがある。商事法規に關する込のだけに就て見るも、商人
通法。會肚法。手形法。小切手法。運迭法。倉庫法、海商法。
商業登記法等殆ど商法膿系に加列せらるべき法規の悉くが、制
定、公布されて居るのである。然れども法の運螢は、法條の敷
の多寡に比例するものではなく、其の國の文化．経濟の全てが
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これを要求し、法の執行と國民の生活意識が完全に一致すると
ころに始めてその全能力を登揮し得るものである。然るに満洲
帝國は「邊睡に属在し、開國綿遠」の國である。其の文化の如
きも、多年に亙る軍閥搾取の後を受けて未だ充分に、普遍せる
ものといぷを得ない。のみならず、其の地方、其の民族には古
來、固有の法律制度の、人民の親しみを得て行はれたるものも、
決して一、二の藪に止るものではない。i絃に於て満洲國に於け
る新式法典の運命は些か暗澹たる竜のなきを得ないのであつ
て、本稿に於ては主として研究の封象を「企業」自燈に置き、
それが在家法に於て如何に観察され、新式法の下に如何に取扱
れたるやを考察し、其の將來性にまで論及せんとするものであ
る。只惜しむらくは、これに關する資料の訣乏であつて、固よ
う完壁を期し難いのである。從て本稿に於てぽ、これに關する
素描を示すに止う、其の充分なる完成は、他日に譲う度いと思
つて居る。讃者豫めこれを諒せられんことを。
　一満洲國商事立法小史
　謂メ、迄でもなく満洲國は・古くは粛愼、渤海、遼・金の昔よ
参綿遠實に三千年の歴史を持つて居る國であるけれども、大同
元年三月一日以前は、支那の領土の一部であつて、其の商事法
規の如きも、全く其の儘、其塵に行はれて居たのである。即ち
清朝時代には光緒二十九年十二月五日の商部奏定商律が行は
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れ、中華民國が肇造きれた後は、商部奏定商律を分離した商入
通例、公司法、票擦法．海商法、保瞼法等が行はれて居た。之
れ等爾時代の商事法規の内容は．杢く日本商法の謙鐸であつて。
特別なる異黙を見ることは少い。建國の初め、諸制倥偬の問に
あつては、濁自の立法は、到底望むべくもなかつたから「從前
施行セル法令ノ・、建國ノ主旨、國情及法令二抵鰯セサル條項二限
り一律二之ヲ援用ス」ることとなつブ～（杏袈蓉輩璽義一）。然れども
固よ蚤斯如きは暫定的手段にして．一國主権の衿持の許さざる
所であめ且つ國内に於ても狗自の立法を必要とする政治的理由
の存するあわて、政府は司法部の協力の下に．司法部法令審議
委員會．司法部滲事官、民事法典起草委員會、法典制定委員會、
漢文整理委員會．法規制定顧問（審核）等の組織を以て新立法
の制定に着手した。商法に關しては主任起草者として商人通法、
會祉法、手形法．海商法が角村滲事官、運迭法、倉庫法が松原
理事官がこれにあブ麟、審核としては松本蒸二博士、田中耕太
郎博士が獣替の勢をとられた。帥ち満洲國に於ける商事法規は
大別して二つの法系に分つことが出來る。その一つは、元來は
支那法系に属するものであるけれども、また満洲の特殊事情の
下に培養せられたる民問固有法であつて。地の一つは成文法の
形式を有する主として日本法系に属する商事法規である。満灘
は於に於ては此の二つの法律系統が、現在の所混然として、或
は寧ろ油然として互に侵さず行はれて居る様である。蓋し近代
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的立法制定の動機たる、（1）當初よ今治外法権撤磨を目標とせ
る爲め日本初め諸外國人に満洲の法律を陳列して見せる必要の
あつたこと、（2）満洲系の司法官は法律は良く畳えるが其のi運
用の才能に簸くる斯ありし故細目迄も定めた詳細なる法律を與
ふる要あうしこと、（3）満洲は一面原始納な生活を螢む地方は
あるが其の都會の大なるものにオ）今ては、或は日本以上の文明
的施設或は取引を行ふべき傾向を有したること、（4）既に從來
中華民國の新式法律が施行せられて居たこと等の事情を滲酌し
て考へると．非交化地方には共の施行につき幾多の手心を要す
るにもせよ一般的には完杢なる文化的法律組織を要するものと
考へられたのであつて、営事者は始めから、近代立法を張権的
に丈化、非文化の域に達して居る民衆に執行せんとしたもので
なく、これ等の人々に鍔して各々其の、嘘を得せしむる程度に於
てこれを執行したものであるからである。從て満洲國商事立法
の研究にあプこつては、軍に新式立法の解詮のみにては固よう不
充分であつて、他面に於て其の固有法の研究を併せて爲すべき
もので’ある（註）。
（註）柚木　馨氏、満灘図民法糖編1、三〇頁。井野英一氏、濫洲國司法立法の
　　澹革並に司法官の身分保障制に就て法律時報、第一一巻六號五一六頁。
騒　瀟洲圃宿法に於け愚「金業観念」
支那の古語に「衆撃易墨。孤掌難鳴。」なる句がある。此の語
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の持つ意味は、必ずしも紅濟的のものではないかもしれないが・
支那及び浦洲に於ける企業形態をみると一般的に佃人企業は盛
でなく、寧ろ合同企業が普通の如くである。この因て來る理由
には種々なるものを歎メ、ることが出來るが、鑛一一には支那の相
績制度を墨ぐるることが出來る。第二二には國家に依る個人の財
産保護の敏：隔である。これ等の黙については後に詳述する斯が
あるから、此庭ではそれ以上鯛れないけれども。資本の微力に
して、タト厄に封する防禦の益からざる価1入企業力曳支1駆及．び溝
洲に於て大いなる役割を演じて居ないことは、事實である。固よ
弧これを以て直に支那及び滴洲に於て掴人企業無しといメ、の
ではない。支那ギ卿ドの特質は、螢業の自由を認めないもので
はなく、これを認めつつも、絶と協力する逝に駿達の長斯があ
るのであつて、何入も為共の身分に依う、其の能力に依垂隔或
は資力等に依つて螢業の自由を侵さるるものではない。
　亙　個人企業　瀬洲に於ける禍人企業は・杢く惣に類例のな
い特色を有するのであつて．其の燈模は概ね行商又は小商入の
域を出でないものであつて．経螢の方法よ今言へば所謂ヱ銀dn－
betriebの形態に属するものである。然れども永年の慣行があ
って小規模ながらも制度上看過し難きものがある。共の一つと
して商號、看板を墨ぐることが出廉る。
　（轟）商號（牌名、號牌．招牌）は、新式商法の解繹としては
後述の如き竜のであるが、或る揚合には商人の管業上の名爾と
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して用ひられ、或る揚合には屋號として用びられ、我が國の封
建時代に於けるが如く、必ずしも其の問に法律上明確なる概念
の匿別がない。然れども商人は、螢業上の取引には常に習慣上
號牌を用ぴ膿養客昌）、また屋號を以て他人の保謹債務に任ずる
の風も見られる（鞍慶㌶鬼穰）。商號に使用せらるる文字は、
孔子の「名不正則言不順、言不順則事不成」の如く、支那及び
海洲に於ては特に吟味して用ひられ、螢業の前途の多幸を祝す
が如き文字が撰定せられる。興、昌、和、隆、利、廣、安、合、
鮮、生、泰、永、華、源等の文字の如きは好んで用ぴらるる贋
である。尤も螢業の繁榮の方法として、現代的な文句を使用す
ることも行はれるが、紫蘭、胡蝶、月宮、亜洲といふが如き約
二十年前に流行した商號は、現代には行はれない。機た店名に
は特別な附加（Zu甑z）が、用ひられ個人商店を表すものとし
ては舖、店、行、局、坊、桟、床、荘、櫻、號、館、當、園、
班、染、堂、塘、泉、場、廠、記、居、鍋、閣、櫨又は冶、審、
坊、齋、等の文字がある。然かも之れ等の附加語には、それぞ
れ傳來の意味を有するものの如くである。例へば舗は、雑貨商
其の飽一般に用ひられ、店は家具類、化粧品、雑貨商、仲買、
代理店、族館等に用ひられ、行は卸費叉は大販頁店、局は酒。
石炭、洗濯屋、仕立屋、冶金、製材工場等に、坊は製粉、染織、
搾油、文房具商等に、桟ば旅館、穀類取引商及代理店等に、床
は果物、肉類、魚、野楽の販質商に、荘は嗜好品、衣類、料理
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屋等に、縷は料理屋、錺屋等に、號は貴金属、臭服商等の大な
る商舖に、館は料理屋。爲眞屋．其の勉娯樂揚等に．班は娼縷、
樂器店等に、染は紺屋に．堂は優等娼縷、洗濯屋．理髪屋等に。
塘は専ら湯屋に、泉は湯屋及び焼鍋屋に．揚又は廠は車馬差出
所、材木、薪炭、石材、石炭商等に、記は自巳の姓を商店名と
する時に、居は料理屋、酒店等に、鍋は焼酎、曹達製造業に、
欄は宏牡なる建築物をもつて螢業して居る料理屋及娼楼に、熔
ヌ．は冶は殆ど鍛冶屋に限つて．審は煉琵．甕．瓶其の飽土器製
造業に。齋は書舖、履物商、時計屋等に用ひらるる等これであ
る。術ほ濁資螢業である場合には．必ず共の商號の上に自己の
姓の文字を書き加へて之を明白にする（塑指審省玉新奮商店の招
牌が同一である場合は、同一螢業たると異とに拘らず。奮號の
使用者より、新號の使用者にi封し招牌の更改又は或る招牌の上
に某記（芙筥孟お隻季の）なる文字を附加註明して匠別を明示するこ
とを請求することを得る（饗輩量習）。
倫ほ商號は輩猫に、又は螢業と共に譲渡せられ（選穣馨漢）○ま喪
賃貸さるることがある（磨藩薯江）。商號の登記制度も、既に存在
し、商店を設立し穴る時は、先づ第一・に商會に登録すべき義務
がある。尤も此庭にいふ商會は同業組合の如きものであつて、
官騰ではない（選養念省）。以上の事實について観るに・支那及び
満洲國に於ける在來法の商號に封する態度は、明に之を取引の
目的として取扱つブ～様であつて、i新式商法のこれに封する虚置
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と毫も鍵らなきことを知るのである。寧ろ、相當に商號撰定不
自由主義さへも執つて居ブ～ことを了解し得る。
　（b）看板（招牌）には、民衆の趣味を表現したものが多く、
商號と同じく、特定の傳來的意味のものが多い。大膿に於て象
徴看板が多いが、近來の傾向は文字看板の檬である。例へば鯉
饒屋の看板には、紙を千切つて餓館の型としたもの、藥屋の看
板には黒印の膏i藥を表徴したものが用ひらるる等がこれであ
る。
　（e）螢業譲渡　既に企業の標識としての商號の譲渡、賃貸借
が認められて居た位であるから、企業自膿の譲渡の行はれたこ
とは勿論である。これを退盤といふ。企業の譲渡についても固
有の慣行が見らるる。例へば譲渡の披露の如きこれである。企
業の譲渡てこ際しては、退契（譲渡談）を作成するのが漣常であ
るけれども、また作成されない揚合もある。其の際に譲渡人の
側で客事をなす慣行がある。客人の歎は必ずしも多きを要せず、
軍に詮書の作成に立合ひたる中見人といメ、が如き關係者のみに
限らるるζとがある。螢業上の債務が、譲受人に移轄するや否
やに關しては、明瞭ではないが、苦力に關する譲受人の賃銀支
ホ弗i義務を’認むる’1貫　テ等より穿引新するときは牙寺糸勺力§なければ、移
轄せざるものの如くである。術ほ螢業財産の範團に得意先の存
したことは支那に於ける商店租屋（黛寳）の慣行よう明に推知し
得らるる。帥ち支那に於ては・商店が瞥業に適しぬ位置に存す
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る時は、その牧盆も多き關係上。商店の貸主は、事を構えて借
主の退去を求むることが往奴こ存するが故に。商人問に永久租
借の特約を爲すものが多い。斯如き灌利を有する者は、部ち老
舗権畷需贔岸）を有するものである。
（註）　井關＋二郎氏、満洲支那商の企業組織及び纏欝組紙の研究、明大商學論叢、
　　五巻、四、五、六號。木村贋太郎氏、支那の企業組織、産業時報、三巻一
　　號」田中忠夫氏、支那に於ける商號に就て、商事研究、四巻三號。米澤秀
　　夫氏、支那商店名の研究、支那、二四巻四號。満洲事精：案内所編、満洲園
　　の習慣、一一七頁以下。中闘商業習慣大杢、三頁以下。
　賦　合同企業　既に蓮べたる如く、満洲及び支那に於ては我
が國、欧羅巴の状況とは著しく異餌個人企業の登達は見る可
きものなく、反当まに合同企業のそれは．特有の方法と組織とを
以て頗る括目すべきものが凌）る。その因て來る理由として研究
者の示す所に擦れば、第一に支那に於ける祁績制度を基ぐるこ
とが出來る。支那では阻先の祭祀の相績と、財産の相績は全く
分離し、前者は、所謂宗眺相績であつて隔宗子のみが之を受嗣ぐ
に反して。後者は衆子均分制に依鉱被相績入の財産は、その
子女に均等に分配せらるるのである。大明律に「家財ヲ分ケノン
ニ均分ナラザルトキノ・．二十貫毎に答クツニ十」といふのはこ
れを示して居る。共の結果は、被相績人の企業は分割せられ、
個々のものにして濁立企業としては、從前の企業の如き敷果を
上げ得ざることは明である。のみならず支那の思想として。父
禮の遺業たる企業を分割し、頽勢に照らしむることは．情に於
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て忍び得ざるものがある。依て各相績人が、其の分前を族出し
て、同一の商號の下に共同事業を螢むことは、最も自然なる行
き方である。第二には國家に依る個人の財産保護の、1映陥である。
支那に於ては戦國の昔より内箆L、外憲相縫いで旭り、國民の生
活は杢・く安定を歓いて居るのである。帥ち國民は、自已の生存
上、礎轄極ま蚕なく、且つ國民生活の安定を保障する實力なき
國家に信頼することなく、或は郷黛相衙ウ、或は同業相扶けて、
團膿を形成し、吉凶鍋瀟を分ち、有無相通ずるに至ることは當
然である。支那ギノント組織が、今日世界の到る庭に繁榮し、華
僑の勢力の侮る可からざるは、主として此の原因に基くもので
あることは、普く識者の論ずる庭であるが、合股、聯號の如き
企業組織の結成されたるのも亦同一理由に因るのである。其の
他の理由としては、信用機關の不完杢、或は大資本家の比較的
歓乏せること、債務返濟に封する制裁が嚴格なる爲め親籍相警
めて團結を輩固ならしめたこと等を墨ぐる者略ある。奮法時代
よ郵引綾き、盛に行はるる合業企業組織として、特に吾々の注
意を惹くものは聯號、合股であらう。
　（＆）聯號　聯號は文字の意義から言へば、屋號又は商號を聯
のることであるが、欧羅巴、米亜利加等に類例のなき、支那及
び満洲に固有なる一種のChail1－s七〇re　sytemである。その組織
は極めて複雑であつて、これを四、五種に分つことが出來るが、
一般的に言び得ることは同一の商號の下に、各濁立する企業主
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膿が、共同して螢業を経螢することである。帥ち型態的に観れ
ば、企業の合同又は集申である。聯號が一個の蜀立したる入格
を有する法人であるか否かは。断言出來ない。多くの聯號の鴻
帳（定款）に観てもこれを緻羅巴風の法人概念に適確に當嵌
め得ないものがあるが．（一）聯號厨有の各店舖が杢股東（出資
者）の共有なること．（二）聯號の資本（顧本）に、損失あるとき
は、各股東これを引受くること．（三）號印を以て螢業行爲をな
し、螢業の目的が限定せられ．他種の行爲をなすことを得ざる
こと（四）業務執行者（執事．経理）あるときは、その者が、
濁自の意思を以て各聯號所属の店舖の経螢に任ずること。（五）
利盆の配當制度等よう観察するときは．組合殊に匿名組合類似
の制度なウといぷことが出來る。出資の目的となるものは財産
（銭股）。勢務（身股）であつて．財産出資者を東家と言ひ．勢
務出資者を西家といム。東家即ち股東まブ～は財東は業務執行に
與らず、西家たる糎理のみが、経螢の表面に立つ所よ蚤鋼噺し．
且つ此の制度が、專ら地方の軍閥、豪族の利殖方法として利用
せられブ～沿革に徴するときは。聯號は組合としても、匿名組合
に類似するものと言ふことが出來る。
　今これを客観的意義の螢業として魏察するときは、先づ聯號
自膿の中心を爲す商號の運命であらう。然るに商號は、個人の
私有するものではなく、前述した聯號の各店舖と同じく、謂は
ば杢股東の総有に館するものであるから、これを螢業と離して
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譲渡の目的物となし得ないことは、想像に難くない。この事は
現在する聯號の大多歎が、その企業種目の多岐にわたりつつあ
るにも拘らず、殆ど同一の商號の下に統括せらるるに見て、明
である。例へば大連市に於ける「協茂東」、「蔓聚示副、「洪聚編、！
等の聯號は、その経螢する事業は多種にわたるけれども、等しく
同一商號の下に経螢せられて居るのである。況や商號の賃貸借
の如きことは、此の揚含あ◎得ない。次に各股東の経：螢する瞥
業は如何であらうか。これは一に聯號組織の實質の如何に依つ
て決せらるるものと見てよい。各聯號の鴻帳には、股束が「蹄
省、榮轄．融任、退店」する揚合を規定して居る。此の揚合に
於て、その「退店」が軍なる組合員たる身分の脱退を意味する
ときは、簡輩であるが、身分の脱退と同時に螢業の分離を伴ふ
揚合には、螢業の一種の庭分である。從て取引の目的たる螢業
観念を認め得る鹸地がある。然し聯號の實際は、多くの揚合、
各股員は出資關係に於て、聯號に滲加して居るものの如くであ
る。
（b）合股合股は叉合霧、蓮財、合本、合記、公記、公司、協
記、聯財、相合、公家、合倣．合最、集股、合資等の種々なる
名稻を以て呼ばれて居る．支那及0備洲に於ける特有なる組合
制度であつて、欧米人は、これを課して　‘‘P＆rtnership畦’　と呼ん
で居る。その沿革は、各合股の定款に通常用ひらるる如き、「数
管鞄之風」「思追管飽遺風」の交字をその儘年代的に遡ること
二　満洲固有法に於ける「企業観念」 13
も、その科學性の瓢に多少の疑問あ今としても、相當古き制度
であつぬことは事實である。その登生に至る経濟上の諸要請に
關しては、杢く前述聯號のそれと同一であるから．此庭でこれ
を繰返へさないが．．畢竜するに高利貸資本主義の．アジヤ的特
有な諸條件の下に生れたものと言ふことが出來る。從て必ずし
も商業的組合とみることは實情に適しないのであるが、然し合
股企業の殆ど大部分は．商業を縛螢するものであつて、前述聯
號の形式に依るものが多歎である。
　合股企業の法律的性格に關しては、その組織の異常性の故に
卒に統一的結論に達し難きものがあるが、民法の組合（合彩）
よ幽は、寧ろ商法の匿名組合（隠名合霧）に近きものである、、
蓋し民法の組合に於ては．組合に人格なく、その業務は原則と
して組合員の過宇数を以て之を決するものであるが（民六七〇）．
合股に於ては、外部に封しては合股は濁立の人格を有し。その
業務は身股の出資者がこれを行ぷものであう、また組合の債務
は恥各組合員に於て分澹するものであるが、合股に於ては隔按
股分櫓責任なること等は、民法の組合に類似しつつも。重要な
る二、三の黙に於てこれと同じからざるものがあ弧ま虎匿名
組合に封しては．周知の如く匿名組合の出資財産は、螢業者の所
有に蹄するものであるが（商．二九八）、合股の實際に於ては出
資財産は依然として所謂銭股の所有に蹄して居るのである。ま
た匿名組合員は第三者に封しては。直接の責任者ではなく、輩
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に出資の限度に於てのみその責に任ずるのであるが、合股の銭
股は、通常合股の責任について責に任ずるのである。從て合股
は、全然匿名組合とも一致しない。然れども、それの襲生史的
段階に於ては匿名組合と、合股は類似するものがある。合股の
企業が、取引の目的物として取扱はれて居たか、否かについて
の結論は、聯合の場合と同一に蹄する。即ち杢股東の同意があ
れば、企業の移轄は爲し得るのであつて、只實際上は其の例が
稀有だといぷに止る。普通行はるる合股の移轄は、加入、脱退
及び合併である。加入は、第三者が全股束の承諾を得て既成の
合股の股東となるもので、通常「挿股」と言はれて居る。挿股
のあつた揚合には鴻帳（定款）及び字號の憂更を來すことがあ
る。合併は、一種の加入であつて、或る合股と、合股との併合
である。脱退は、「退股」と言はれ、財産出資の目的物が一個の
企業なるときは、蝕に企業の分離を件ふわけである。斯如く合
股に於ても、その企業は取引の目的物として取扱はれざるに非
るも、前述の如く、寧ろそれは異常の揚合であつて、合股の鴻
帳には所謂「永遠存謹」の定めあ鉱「同志各員ノ・永遠ノ登展萬
古不滅ノ基礎確定二向テ必勝ノ努力ヲ希望ス」といメ、が如き文
章を使用して居るにみても明である。
（註）千原暦次氏、満洲に於り’る聯 號の研究、満鐵調査月報、第十七巻、第二號Q
　　清水泰次氏、明律の相績法に就て、早稻田法學、第二巻。同氏、支那の家
　　族制度の研究、早稻田法學、第八巻。根岸信氏、支那ギルドの研究、同氏、
　　支那職業團髄の浩革、：支那、一八巻、一〇競。高橋政二氏、総商會の研究、
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東亜事情研究、四號。渡邊喜助氏、支那のギルドに就て、東亜事情：研究、
三號。松代博氏、支那のギルドにつき、東亜事惜研究、四號。林鳳麟氏、
満洲の商取引に於り一る責任分配の諸慣行、法律時報、＋一巻、六號・浦洲
に於ける合段、司法資料第四號、司法部総務司調査料。合移股東の責任に
關する一研究、南満鎌道株式會祉、経濟調査會。耶野義太郎氏謬、亥那純
濟と薩會（ウイツトフオゲル）Q
三　瀟洲國新鼠商法下1留於けゐ「企業齪念」
　満洲國に於ては、前述した固有商法の外に、三種の漱米流の
商法が行はれて居る。その一つは光緒二十九年（⑳03年）十二
月五日の欽定大清商律であ蚤、その二は中華民國商法であ蚕、
その三は現行満洲國商法である。勿論欽定大清商律と言ひ、中
華民國商法と言ひ、現行浦洲國商法の公布の後には、その適．屠
を見ざるものであるけれども。現行商法施行前に於ては、建國
の當初「暫ク從前ノ法令ヲ援用」したることあ弧また現行商
法施行後と錐も「從前ノ規定に依リプ生ジタノレ敷力ヲ妨ゲザル」
ものとして居るのであるから健杢震蒙聾灘）、欽定大清商律・
中華民國商法の此の國に與へた影響を無覗することは出來ない
のである。而して「企業」に關する一般原則に關しては、欽定
大清商律に於てはその「商入通例」に、中華民國商法に於ては
民國三年三月二日の「商人通例」に、規定されて居鉱會祉企
業の特殊なるものに關しては。公司律叉は公司法にその規定が
あるc
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　1・欽定大清商律　大清商律の「商入通例」は、僅に九箇條
よめなる法律であつて、章節を分たず、商人の意義、商業能力、
商號、商業帳簿に關して規定して居る。我が國の商法の如く、
直接螢業譲渡に開する規定を歓いて居る。只商號に關しては、
第五條に「凡ソ商人ノ螢業ニノ・、或ノ・本人ノ眞名號ヲ規ヒ、或
ノ・店男言某言己当ξ堂名字様ヲ立テ、均シク共ノ便二垂徳ス」とあるの
みである。法文のみの解繹に依れば、本條は所謂商號自由の原
則（Grul！ds～墨tz　der　Fimlenfreiheit）を探用するものであつて、
商號眞實の原則（Grulldsatz　der　Firl！！ellw＆1』1・heit）を採らざる
が如きも．翫に上記せるが如く、支那商人間に於ける。此の種
の慣習は極めて嚴格にして、眞實に反する商號の使用をも許容
する法意には非るものと思はれる。その事は條文に「本人ノ具
名號」を．用ふと浅）るにみても．言ひ得ると思ふ。然れども、大
清商律の規定に依れば、商號の登記制度を認めないものである
カ、ら、　所言胃商號の專用権　（eil！sてlbJektives　Recht　zulll　Alleil！－
gebr＆llche　eil！er　Fima）は無く、何人と錐も、他人の同一の商
號を使用し得る理であるけれども、此の黙も、慣習法によれば
商號の重複を認めざるものである。
　商店ノ字號ノ・最モ信用二關係ノアルモノナレ・曳若シ同城同
　鎭二在ルモノナレバ、同業異業ヲ問ハズ、縣城商會ノ決議二
　依ツテ、後設スルモノノ・先設セルモノト同一ノ字號ヲ競用ス
ノ岬得ズ僻離南）
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故に松本博士の薔稿に依れば㌔大清商律に於ては商號專用権を
認めざるが如く解かるるも、箕際上は斯如き事賓は無かうしも
のと言ふ可きである。商號の譲渡が。認められて居たか否かに
關しても。大清商律でば明文がない。松本博士は、これに墓い
て．これを認めざる趣旨に解されて居る。此の黙に關する慣習
は地方に依つて異る如し。或る地方ではこれを認めざるが如き
も僑寡腰）、寧ろ大部分の地方に於ては認むるが如くである。螢
業の護渡に關しては商人通』例に規定が無い。公司律第一一二二〇條
に陶公司停閉の原因として「輿飽公司併合」とあるから取引の
目的物としての螢業観念は大清商律杢燈として観察するとき
は、之を認めて居たものと考へらるる。
　豆L　中華民國商法　中華民國商法は、我が國の如く統一的な
商法典としては編纂きれて居ら弘商人通綱（袋馨望三毫醗二）、公
司法（塁契函莫鼓蒔ゑア玉票擦法慢響函食藪蒔臨、玉海商法（塁警蝕瓦
馨磐）、等の軍行法よ今成立して居る・商入蓮健は七十三箇條よ
蚕成り商人、商人能力．商業註溝、商號．商業帳簿．商業使用
人及商業學徒、代理商の章珊よ蚤構成せられて居凱その條文
の数は寧ろ我が商法よう多いのであるが．規定の内容は一猫二
の條文を除いては大膿我が國の商法に類似して居る。商號は第
二十一條に依れば、我が匪の改正前の商法と同じく、螢業と離
れて譲渡することが認められ、第二十二條コ、三條に於ては商
號と共に爲されたる螢業譲渡人の義務に關して規定がある。帥
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ち取引の目的物としての螢業の観念は、商人通例に於て確立さ
るる所である。會肚の合併については、公司法第四六條、第七
一條、簗二〇一條、第二二六條等に規定がある。螢業の賃貸借、
経督の委託等については特別の規定はない。
　互H．満洲國現行商法　満洲國現行商法は、商人通法（屋驚覧容
画三）、舗法（矯攣塁二四）、雛法（霧騨塗二四）・倉庫法（離
姦奈三嬰西）、海商法（繋璽溢二四）・手形法（矯蟹シ許’一三）・小切手
法（霧響男ま’一三）、等より成つて居る。その編纂の主義は、中華
民國商法と同じく輩行法主義である。企業に關する一般規定は・
商人蓮法笛三章、第五章に規定されて居る。第三章には商號に
關する規定を持つて居るが、その内容は、我が商法と杢然同一
である。殊に第二十條は商號は螢業と共にする揚合、叉は螢業
を屡止する場合に限め、之を譲渡することを得る旨を定め・我
が新商法と同じく、所謂‘‘ムion・dscheillGrmaララの存在を、螢業
を壌止する揚合に限ゲこれを認め、醤業と商號といふ竜のを原
則としては一膿のものと観察した。螢業の譲渡について第五章
「螢業譲渡」の一章を狸立せしめて規定したことは・我が新商
法の望んで能はざめし所であつて、その内容は、大膿に於て同
一であるとして竜、螢業中心主義を一暦具燈化したものと言ぴ
孝尋るのでロある。
　第誕十t條　螢業ヲ譲渡シタノン揚合二於テ當事者ガ別段ノ意
思ヲ表示セザリシトキノ・譲受入ノ・同特別市、同市・同縣又ノ・同
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旗二於テニ十年間同一ノ螢業ヲ爲スコトヲ得ズ
　譲渡人ガ同一ノ螢業ヲ爲サザル特約ヲ爲シタノレトキノ・其ノ特
約ハ同特別市、同市、同縣、叉ハ同旗且ツ三十年ヲ超エザル範
園内二於プノミ其ノ敷力ヲ有ス
　譲渡人ノ・前二項ノ規定二拘ラズ不正ノ競争ノ目1的ヲ以テ岡一・
ノ螢業ヲ爲スコ1・ヲ得ズ
　此の規定は、螢業譲渡の場合の．譲渡入の競業禁止義務を定
めたものであつて、我が商法の第二五條．民國商人通例第二二
條に該當するものである。特別市とは、新京を指すものであつ
て．新京は大同二年四月十九日特別市制が敷かれて居る。競業
禁止の最小行政匿劃を縣、旗としぬことは．我が商法の町。村
を入れたると、商入通例に「郷」を入れたるに比して・匠別の
上に寛容の戚があるが．満洲國の特殊事情を考慮したものと思
はれる。禽ほ特別市、市について我が商法施行法第五條の如き
規定の無きこと覇司様の理由に依るものと思はれる。隣接市縣。
旗を入れなかつたことは、競業禁止の本旨に顧みるときは、物
足らない感じがする。第二項の特約のあつた場合に、年限につ
ψてのみ制限があつて、地域について制限のないのは噂我が商
法及び商人通例と趣きを異にする所であるが．既に第一項の地
域の制限輩位が．本法に於て廣く定めて居るのであるから、此
の方が適當と思はれる。
　此の二十七條杢膿の存否の問題については。我が國の商法第
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二十五條と關聯して議論の存する所であつて、螢業の譲渡人が
螢業の譲渡に依つて競業避止の義務を當然に件ふとする考は、
法律全般の關係よう考察するときは、寧ろ否定せざるを得ない
所である。然れども、譲受人通常の立場に於ては、螢業譲渡人
が依然として、奮所在地に於て螢業を縫績することは、甚だ迷
惑至極のことであつて、本條存置の意義は充分認む可きである
と考へられる。但しこれを二十年問といふが如き長き期問にわ
たつて禁止することの可否については、研究の蝕地があらうと
思はれる。
　第二十八條　螢業ノ譲受人ガ譲渡人ノ商號ヲ績用スル揚合二
於テノ・譲渡人ノ螢業二因リテ生ジタル債務二付テノ・譲受人モ亦
其ノ　濟ノ責二任ズ
　前項ノ規定ノ・螢業ノ譲受後遅滞ナク譲受人ガ譲渡人ノ債務二
付責二任ゼザノン旨ヲ登記シタノレ場合ニノ・之ヲ適用セズ螢業ノ譲
渡後遅滞ナク譲渡人及譲受人ヨリ第三者二封シ其ノ旨ノ通知ヲ
爲シタノン場合二於テ其ノ通知ヲ受ケタノン第三者二付亦同ジ
　此の規定は日本商法第二十六條と全く同一であつて、商人通
例及び我が改正前の商法には、これを歓くところである。此の
規定は、端的に言へば、螢業譲渡の場合に、螢業債務が譲受人
に移轄するや、否やを決したものである。從來の通説に依れば、
此の場合には當然セこは螢業上の債務は移韓せざるものと考へら
れて居た。然るに螢業譲渡について商號の績用があつた場合に
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は、債椹者側からみれば、何人が螢業の主膿であるか否か知う
得ないこともあるから、外見の保護の見地ようも、且つは螢業
譲渡に於ては、その積極財産のみならず、消極財産をも譲受人
に移轄すとの近頃の學説の傾向とを考慮して本條となつたもの
である。術ほ此の規定は、其の場合に於て譲受人は、譲渡人と
共に債務の重盤的引受を爲すものなりや否やについて転疑問
を明にした。第二項の方は、譲受人が、譲渡人の債務につき責
な任ぜざる場合の第三者保護の要件を規定したものであつて、
「登記」叉は「通知」を以てこれにあてたものである。惟ふに
第二十八條、及びそれ以下第三十一條までの規定は、その規定
の趣旨に於て妥當なるのみならず、本法と日本商法とを牽聯せ
しめて、其庭に二者の全く一致する意味に於ても、適當なる規
定といふ可きである。
　第二十九條　螢業ノ譲受人ガ譲渡人ノ商號ヲ績用スノレ揚合二
於テ譲渡人ノ螢業二因リテ生ジタル債権二付譲受人二爲シタル
　濟ノ・辮濟者ガ善意ニシテ且重大ナル過失ナカリシトキニ限り
其ノ致力ヲ有ス
　本條の規定は、我が改正商法第二十七條に該當するものであ
る。即ち螢業譲渡があつた場合には．螢業上の債権も譲受人に
移轄することを、主義として是認したものである。從て學者の
論及するが如く、寧ろ譲渡人に辮濟した場合にも、例外として
有敷であるといふ風に規定した方がより良いと考へられる。
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　第三十條　螢業ノ譲受人ガ譲渡人ノ商號ヲ績用セザノγ場合二
於テモ譲渡人ノ螢業二因リテ生ジタル債務ヲ引受クノン旨ヲ廣告
シタノレトキノ・債模者ノ・其ノ譲受人二封シテ　濟ノ請求ヲ爲スコ
ト9得
　本條は、我が新商法第二十八條に該當するものである。凋逸
商法第二十五條三項の規定も同様の趣旨である。商號を績用せ
ざる揚合には、第三者に於て螢業の譲渡あリプ～るや否や、知る
ことを得ざる現状にあめ、只何等かの方法を以て公示し得る場
合には、債権者は或は譲渡人に、或は譲受人に封して、己の好
む所に随ひ　濟の請求を爲し得るとなすは當然のことである。
我が商法はその方法として「廣告」の方法を選んだのであるが、
本條もこれを依つて居る。
　第三十一條螢業ノ譲受人ガ第二十八條第一項又ノ・前條ノ規
定二依リ譲渡人ノ債務二付責二任ズノン場合二於テノ・譲渡人ノ責
任ノ・瞥業ノ譲渡叉ノ・前條△廣告ノ後二年以内二請求ノ豫告ヲ爲
サザノレ債権者二封シテノ・二年ヲ経過シタノントキ清滅ス
　本條は我が新商法第二十九條に該當する。既に瞥業譲渡に於
て、譲受人の責任を是認しプ～以上、譲渡人の重盤的責任を長引
かす必要はないのであつて、その時敷期間を二年と定めたもの
である。
　以上は商人通法に於ける、螢業に關する規定であるが、會泌
法について、關係法規を求むれば、次の如きものがある。
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　第首條　會杜ガ左ノ行爲ヲ爲スニノ・箪二百十條二定ムノン決議
ニイ衣ノレコトヲ要ス
ー　　螢業ノ杢音β3》こノ・一・音醇ノ置塞2度
二　螢業全部ノ賃貸共ノ経螢ノ委任他人ト管業上ノ損盆全部ヲ
　　共通ニスル契約共ノ他二準ズル契約ノ締結、墾更叉ノ・解約
三　弛ノ會肚ノ螢業全部ノ譲受
四　簗百二十六條叉ハ第百三十九條ノ規定二依ノレ取締役叉ノ・監
　　査役ノ責任ノ冤除
　　第百二十八條又ハ簾百三十九條ノ規定ノ・前項第四號ノ決議
　　アリタノレ揚合二之ヲ準用ス
　本條は杢く㎏我が株式會杜法の第二百四十五條に相當するも
のである。本條の使命は．勿論漸定内容の如き重大なる事項に
封しては．取締役の業務執行の範園に鵬せしめず、株主総會の
特別決議に依るべき旨を定めプ～ものであるが．本條はその本來
の綾命よウも、寧ろ會麿に於ける企業の譲渡、賃貸借、経螢の
委任等について規定したものとして有意義である。從來我が國
に於ては株式會融が、その存績中に螢業の杢部を譲渡し得るや
にっいては、議論があつたけれども．我が商法はこれを明文を
以て是認し控。経螢の委任についても、判例¢）容認するが如く
（奨賑釜蓉晃昌柔吉七日）、これを積極に解しプ～のである。
　術ほ會肚の合併については第二百七十八條．第二百八十一條、
第二百八十三條以下に詳細なる規定がある。
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　以上は大膿に於ける、満洲國に厭羅巴流の商法が移入されて
以來の企業観念の観察である。これ等の法制には、例へば豪徳
四年の商人通法等の如く、その施行後未だ時日なきもの、叉は
之を制定せし目的が、既述の如く一種の政治的理由に依るもの一
等があつて、未だ民衆の日常取引の堂奥に深く入り込まないも
のもあるけれども、中には漸く、その中に浸潤し民衆も良くこ
れに慣熟して、一個の生命ある制度と化しつつあるものもない
ではない。例へば上海の宏茂昌機店の商號権に關する訴訟の如
きは長期にわたつた事件の如くであるが、その原因は商入通例
k基く、商號の登記の申請を怠つブ～結果であつて、爾來民衆も
良く此の制度を理解し、此の制度は廣く行はれて居る様であるQ
（註）　松本煎治氏、「欽定大清商律ヲ評ス」、法協、二二巻、一〇號Q佐藤義雄氏、
　　浦洲國商人通法概説・烏賀陽然良氏、商法改疋法案を詐す、法學諭叢、三
　　四巻、一號以下・辻遡郎氏、満洲國民事法概観、法曹會難誌、第＋六巻、
　　第一脱o拓務時報、満洲國の商人麺法、満洲國會証法、第七十七號o
結 語
　最後に私が問題としたいと思ふのは、灌洲國一一一一それ1ま漢民
族杢膿の共通の問題で竜あるが一一に於ける固有法と、i新式立
法との將來の關係である。此の間題の解決は．a満支一膿理論
の政治的解決に重要なる鍵をなすものである。此の問題に罫し
ては大膿に於て二つの杢然異なる意見が封立して居る。現状繊
績説と、奮組織漸減説がこれである。
結 漕?『? 2δ
　先づ前者について説明して見ると、支那及び浦洲國に就ては
吾々日本人まブ～は欧羅巴人などの理解し難き色々の事實が存在
して居る。例へばH．B・B亙orseはその著5‘Tho　Gilds　of　Clli－
nガに於て。支那の商業ギルドは、いつも爲政者の許可によらず。
全く民主的な起原を持つて居る。支那では張制といふことは問
題とならない。ギノγド員でない同業者は外套なしに冬の北風に
吹き曝されるやうなものだし．ギルド員も亦競箏相手がその統
制外にあることを決して望まないからである。そこでギノγドの
定めブと條件で絡ての同業者は易々として加入して了ふといふこ
とを書いて居る。皇溝銀行登行の「福州金融事情調査書」の中
に支那に於ける銭庄及び票號の實情に關して「銭庄及票號ノ爾
者ハ外國銀行ノ如ク銀行條例ノ規定ナク又ハ法律ヲ設ケテ國家
ガ之ヲ監督スルニモアラズ普通一般ノ商業㍗異ナノンコト勿レノ・
一見頗ノγ不安心不信用ノ如キ観アリト難モ實際其組織虹二螢業
ノ振合銭庄問ノ規約等ヲ至細二研究スレバ其信用制度意外二磯
達シ信用ヲ重ズノレノー瓢ノ・本邦銀行家ヲシテ漸色アラシム剛モ
ノアノレノミナラズ別二成文律ナキモ我商法ノ規定スノン所卜符合
スル黙又ノ・外國銀行ノ行爲トー致スノy黙　ナカラズ」と言つて
居る。こ解等の所見はいづれも．満洲國に於ける民衆の。國家
乃至は法律に封する態度を卒直に物語るものであつて．彼等が
世界に類例のない合股、聯號の如き企業組織を有し、それ等の
組織が今日に於ても。何等衰微を見ず盆々盛なるは．いづれも
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彼等が、新式法律の規定する欧羅巴流の諸制度に依存すること
なく、彼等濁自の経瞥と方法に依つて此の儘生存、繁榮すべき
ことの結論となるのである。
　然れども醗て考ふるに、これ等在來の企業細織な帆生活方
法なりが、満洲及び支那に於て行はれブ～に付いては、既述の如
く由て來る諸種の原因が存するのであつて、決して偶然の結果
でもなく、法たこれを支那國民性の故に婦すべからざるものが
ある。例へば合股制度の登達てこは、湘洲に於ける繭露L恒なきこ
とが墨げられ、國家の保障なきが故に同族相俺り、相扶くるの
風を馴致したとされて居るのであるが、一度び治安が維持され、
軍閥、匪賊の類が消滅した場合には、彼等は新しき保障を他に
求むることは必然であつて、國家の規定する會肚組織等を利用
するに至ることは想像に難くない所である。のみならず資本主
義諸制度が、行政組織と結合する揚合には、民衆は必ず之に依
るを便とし．又依らざる可からざる運命にもあるものであつて。
國立中央銀行が設立せられ、内地資本又は、日瀧合辮の諸事業
會肚が設立さるるに至れば、民衆が次第に之に悦服するに至る
ことは必然の結果である。今浦洲國に於ける特殊會祉の歎を見
ると康徳五年（昭和十三年）の統計に依れば、三十祉、資本金
累計百二十億七千三百萬圓に上つて居鉱これに準特殊會肚を
加ふるときは合計四十二肚、百六十五億圓蝕の資本額に達する
のであり、叉一般會肚藪も日本渋人一一二九冠、浦洲法人二八
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三四祉、計三九六三肚に及0ミ、その公稻資本も累計三百三十八
億鹸圓に達して居るのである。これ等の銀行商杜との取引、及
び次第に堆加の一途を辿めつつある旧本人との取引に於て、從
來の商慣習に依らず、新しき取引、決濟の方法が探揮さるるこ
とは、最も自然の成行きであつて、例へば從來浦洲國に於ては
取引の決濟に關しては、概ね奮暦の端午節中秋節及年末に所謂
「三季決濟」を作つて居たのであるが、事憂に際し掛倒れの苦
痛を満喫した上、近時日本商品の輸入激塘に伴ひ日本人卸責商
から現金叉は手形による決濟を要求さるる様になつてから掛責
及び三季決濟の重要性が次第に失はれつつあるが如きはその動
向を謹明するものである。從て溝洲國に於ける固有法が次筑に
衰へ．新式立法たる浦洲國商法が漸次民衆の問にも慣熟するに
至ることはこれ亦推知し難からざる所である。惟ふに我が國の
存在が東亜諸民族の中福とな今、騒瀬の不可分關係が、愈々密
接になる限参に於ては．後者の見解の妥當なるを信ぜざるを得
ない。從て企業観念に於ても彼我の共通度が次第に堆大するこ
とも考へらるるのである。
（註）　モース、支那ギルギ論、檜井経夫氏課っ墓湾銀行、丈那淺蕪の組織と機能Q
　　瀧洲中央銀行調査課，最近の満洲経濟。
　　　　　　　　　　　　　　　（昭利十七年二月九日稿）
